
本庄市 都市整備部 都市計画課

①補助金制度の趣旨

②補助金制度の概要

③補助金の交付実績

④補助金制度の活用事例

⑤他の制度との併用事例

⑥補助金制度の利点

⑦補助金制度の懸念事項

⑧まとめ



 平成２５年１０月１日に「本庄市空き家等の適正管理
に関する条例」を施行。

 条例の施行に併せて、「本庄市危険空き家除却補助
金交付要綱」を施行。

 管理不全な状態にある特に危険な空き家等の除却を
進め、条例の目的である安全で安心な住環境の確保
に寄与することを目的としています。

空き家条例施行時に、公益性を踏まえた空き
家対策の１つとして補助金制度を創設。

（１）空家特措法、空き家条例の規定による指導を受け
ているもの

（２）市内に存し、１年以上使用のない状態であるもの

（３）公共事業等の補償の対象となっていないもの

（４）所有権以外の権利が設定されている場合は、当該
権利の権利者から除却について同意を得ているも
の

（５）空き家の危険評価基準による評点の合計が１００
点以上であるもの（別紙参照）

補助対象となる空き家等



・空き家等の登記事項証明書（未登記の場合は家屋補
充課税台帳）に所有者として記録されている者

・所有者の相続人

※相続人、又は共有者が複数存在する場合は、原則、
全ての者の同意を必要とする。

補助対象者

補助対象区域

本庄市全域

空き家等の存した敷地において、補助対象工事完了後、
空家特措法又は空き家条例の勧告を受けたとき。 ほか

補助限度額

危険度評価判定

補助金の返還

１敷地につき、上限５０万円

応急危険度判定士の資格を持つ職員が判定を行う。



年度 交付実績

平成２５年度 ６件

平成２６年度 ４件

平成２７年度 ７件

平成２８年度 １件

平成２９年度 ６件

コンビニエンスストア

（除却後の跡地を所有者が売却）

まちなかに位置し、交通量の多い道路に隣接
する敷地にあった危険度の高い空き家を解決。

除却前の建築物

住宅２棟、蔵１棟

（危険度基準を満たす住宅１棟に補助金を交付）

除却後の跡地活用



分譲住宅地（２棟）

（除却後の跡地を所有者が売却）

倒壊し、建材の飛散や樹木等の越境により周
辺住民に影響及ぼしていた空き家を解決。

除却前の建築物

除却後の跡地活用

住宅１棟

太陽光発電システム

約１，７００㎡の広い敷地に倒壊寸前の空き家
等が複数建立されていた事案を解決。

除却前の建築物

除却後の跡地活用

住宅３棟、倉庫１棟

（同一敷地内であったため、補助上限は５０万円）



 本庄市中心市街地等ポケットパーク整備事業

空き家条例の趣旨に基
づく管理不全の空き家等
が除却されて生じた土地
を、必要に応じ市が原則５
年間の使用貸借契約を結
び、簡易な植栽やベンチ
等を設置したポケットパー
クとして整備しています。

緑化の推進だけでなく、地域を回遊する際の休憩場
所やコミュニティ活動の場として活用されています。

→倒壊等の危険や衛生上の支障をきたす、特に危険な
空き家を除却。

市民の安全で安心な住環境の確保

空き家所有者の除却に向けた決断の後押し

除却した跡地の利活用の促進
（住宅、コンビニエンスストア、駐車場など）

→「補助金があるのなら」といった理由から、危険空き
家等の除却に繋がった事例あり。

→「まちなか再生」や「にぎわい創出」への繋がり。
固定資産税の増額による市税の増収。 など



→空き地のままの跡地が存在。
（法１３条に基づく、空き家跡地の利活用に関する必
要な対策を検討していく必要があります。）

補助金を利用して解体した敷地が必ずしも新たな
建築物、施設等の設置に繋がるとは限らない。

補助対象要件に危険度判定を用いる場合の支障。

→危険度判定を満たすまで放置を考える人もいる。
（条例施行時に既に危険な状態となっていた空き家

等の除却を目的とするため、判定を用いていました
が、一定の成果が得られたことから、今後、見直しの
中で補助対象要件を変更する予定です。）

 空き家等の除却に対して補助金を交付する場合、そ
の補助金の公益性が重要となります。

 本庄市としては、条例策定に向けたアンケート結果や
市内の空き家等の状況に鑑み、市民の安全と安心の
確保のために必要となる特に危険な空き家等のみを
対象に、補助金として公費を投入し、除却を進めてき
ました。

 本制度を用いて５年が経過し、条例施行時に存在し
た特に危険な空き家の除却といった点において、一
定の成果が得られ、条例の趣旨である住民の安全と
安心の確保や住環境の向上のみならず、「まちなか
再生」といった点においても効果が見られていると考
えています。



 しかし、補助対象要件や、地域性を考慮した空き家対
策として位置付けていくうえで、定期的な見直しが必
要となっていることも事実です。

 また、増加傾向にある空き家等への対策が重要視さ
れる近年において、除却補助金制度やポケットパーク
事業だけでなく、新たな利活用方法の検討や予防対
策などの空き家対策事業の検討が必要となっていま
す。

 今後の対策として・・・

 今年度、本庄市は全域を対象に空家等実態調査を実
施する予定です。

 実態調査の結果を考慮したうえで、除却補助金制度
については公益性を考慮した補助を継続していける
よう、補助対象要件等を含め見直しを検討しています。

 また、本庄市では平成３０年３月に「本庄市立地適正
化計画」を策定しました。

 今後は、同計画にて重点方針としている「まちなか再
生」に向けた取り組みの１つとして、空き家対策の更
なる検討を進めていきます。


























